岩室村

産業

	商業・工業／研究開発助成金交付事業　　　　　産業活性化研究開発支援事業
	商業・工業／各種補助金交付事業　　　　　商店街環境整備事業費補助事業
	商業・工業／各種補助金交付事業　　　　商店街組織化事業費補助事業

	制度なし


	制度なし


	制度なし



	商業・工業／各種補助金交付事業　　　　商店街活性化事業費補助事業
	商業・工業／各種補助金交付事業　　　　商店街空き店舗等対策事業
	商業・工業／中小企業各種資金融資事業　　　　　中小企業向け融資事業

	制度なし


	制度なし


	制度なし




岩室村

産業

	商業・工業／中小企業各種資金融資事業　　　　　中小企業無担保無保証人融資事業
	商業・工業／中小企業各種資金融資事業

　　　　　中小企業人材確保・時短促進援助資金融資事業
	商業・工業／中小企業各種資金融資事業　　　　　中小企業開業資金融資事業

	制度なし


	制度なし


	制度なし



	商業・工業／中小企業各種資金融資事業　　　　　中小企業経営支援融資事業
	商業・工業／中小企業各種資金融資事業　　　　　中小企業公害防止施設資金貸付事業
	商業・工業／中小企業各種資金融資事業

　　　　　中小企業公害防止施設資金利子補給事業

	制度なし


	制度なし


	制度なし




岩室村

産業

	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　工業用地取得助成事業
	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　工業周辺環境整備促進助成事業
	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　工場建設促進助成事業

	制度なし


	制度なし


	制度なし

※工場建設促進のための税制

岩室村工場誘致条例

（目的）　この条例は村内に工場を新設するものに対し便宜を供与するほか、この条例に規定する奨励措置をなし、もって産業の振興と村勢の進展を積極的に推進することを目的とする。

（奨励措置）　村長はこの条例で指定するものに対し、当該工場に対する各年度の固定資産税に相当する額を限度として奨励金を交付若しくは施設的便宜を供与する。

（指定の基準）　村長が指定する工場は新設に伴う投下固定資産の取得価格の合計金額が３０，０００千円をこえ、かつ、常用雇用者数が１０人以上の規模を有するものでなければならない。



	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　工場集団化等促進助成事業
	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　工業等新増設資金融資事業
	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　設備近代化資金融資事業

	制度なし
	制度なし
	制度なし


岩室村

産業

	商業・工業／中小企業信用保証料補助事業　　　　　中小企業信用保証料補助事業
	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　　雇用促進助成事業
	勤労者／雇用促進事業　　　　　障害者雇用促進援助事業

	岩室村地方産業育成資金信用保証協会保証料補給補助金

・村内の中小商工業者が、信用保証付融資を受けた場合、保証料の５０％を補給する。

・保証料補給補助率

借入額

補助率

1,000万円以下

５０％


	制度なし


	制度なし

	商業・工業／工業振興助成金交付事業　　　　人材育成助成事業
	勤労者／資金貸付　　　　　勤労者等住宅建設資金貸付事業
	観光　　　　　観光イベントの状況

	制度なし
	制度なし
	１　和納十五夜まつり

八幡神社境内での「草花火」、「仕掛花火」は、全国でも珍しい花火囃をバックに次々と打ち上げられ、多くの見物人が訪れる。

毎年７月２７、２８日

２　岩室温泉まつり

総勢６０名岩室温泉芸妓衆が、村の若者と神輿をかつぐ「芸妓若者みこし」。
また、「芸妓屋台踊り」は、岩室ならではの華やかで情緒が有る“まつり”である。

毎年７月２９、３０日

３　間瀬海まつり

海水浴客を対象とした“イベント”で海水浴場への誘客宣伝的な“まつり”である。

間瀬下山海水浴場 ： 毎年７月２０日(海の日)

田ノ浦海水浴場　　 ： 毎年８月第１日曜日

４　岩室村産業まつり

地元の「農家の農産物の販売」や「商工業者の品物を安く販売」することのほかに、子供たちが楽しめる「ゲームコーナー」や村の「郷土芸能発表」など、住民が一日楽しめる“イベント”を取り入れ、盛りだくさんの内容で実施。

毎年１０月第４日曜日

５　よりなれ岩室　春の舞

「芸妓あっての岩室温泉」と言われるほど、芸妓の果たしてきた役割は大きい。
そんな中、伝統の岩室芸妓の名に恥じない芸の習得を目指して、岩室温泉の芸妓衆は、お座敷の合間に日々厳しい稽古に励んでいる。
その日ごろの芸修行（唄、三味線、踊り）の成果を発表する場として開催されている。

毎年２月上旬




岩室村

産業

	農業／農業基盤の強化及び担い手の育成　　　　　認定農業者の育成・確保事業
	農業／農業生産振興

　　　　　農業機械・施設等導入に対する国県補助事業への独自上乗せ補助事業
	農業／農業生産振興　　　　　農業機械・施設等導入に対する市町村独自補助事業

	（１）岩室村農業経営基盤強化促進基本構想（以下「基本構想」）における「望ましい農業経営体像」（平成１３年３月改定）
①一経営体当たり年間所得　８００万円程度
②主たる従事者一人当たり年間総労働時間　２，０００時間程度

（２）基本構想における営農類型区分
個別経営体　７類型　　組織経営体　１類型

（３）認定農業者の認定状況
認定済経営体（平成１４年３月３１日現在）　／基本構想における育成目標

＝６９経営体（個別６８　組織１）　　　　　　／６６経営体（個別６１　組織５）

（４）認定農業者の認定手法
岩室村経営・生産対策推進会議幹事会において適否を決定（随時開催）し，村長が認定

（５）農業経営改善計画の認定基準

①計画における農業経営改善目標が基本構想の営農類型の経営規模を基本とする。ただし，その他の経営形態であっても目標とする農業所得が８００万円以上を見込む計画である場合には，この限りではない。
②申請者の農業経営の改善を促進するための有効かつ適切なものであること。
③計画の達成される見込みが確実であること。
④計画の内容が農地用の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであること。
⑤農業経営基盤強化促進法その他農業に関する法令に即していること。

⑥計画時において２．２ha以上、５５歳未満とする。
	農業協同組合，農家の組織する団体，農業法人が行う機械・施設等導入に対する
国・県補助事業への市町村独自上乗せ補助（ソフト活動事業は対象外）

（１）通常の場合　　　　　　　　　　　　　　　補助対象事業費の１０％

（２）園芸銘産品育成事業関連　　　　　　制度なし

（３）転作機械導入（大豆関連機械）　　　補助対象事業費の１０％


	制度なし

	農業／農業基盤の強化及び担い手の育成　　　　　農業金融対策事業
	基盤整備　　　　　市町村営農業土木事業
	基盤整備　　　　　国庫補助団体営土地改良事業

	岩室村 農業金融対策

（１）制度資金への独自上乗せ利子補給事業
①農業近代化資金
制度なし

②公庫資金（スーパーＬ資金）
・村利子補給率　　  県助成率の３分の1
ただし指定末端利率を維持する範囲内
・村利子補給期間　　２５年の償還期間以内
③緊急農業経営安定対策資金利子補給事業

・村利子補給率　　　　県助成率の３分の１

（２）村単独利子補給事業
制度なし


	制度なし
	（１）村が事業主体の場合

○　近年では，大通川放水路事業による農道整備や基盤整備が行われた。

○　費用負担については，国・県補助残は全額村の負担で行い，地元負担金等の徴収は一般的にはない。
（２）土地改良区等が事業主体の場合

○　土地改良区等が負担する費用に対する補助については，必要に応じて補助を行う。
○　補助率は事業内容により協議し、決定する。
○　補助金の交付時期については，後年度分割補助方式（償還費補助）を活用するのが通例である。




岩室村

産業

	基盤整備　　　　　県単団体営土地改良事業
	基盤整備　　　　　土地改良事業補助金交付要綱
	基盤整備　　　　　市町村営土地改良事業

	（１）村が事業主体の場合

○　排水路整備・農道整備等について，県単補助要件を満たし，県の採択を受けた事業について実施している。
○　費用負担については，県補助残は全額村の負担で行い，地元負担金等の徴収は一般的にはない。
（２）土地改良区等が行なう事業の場合

○　土地改良区等の負担分に対する補助については，土地改良事業の場合は必要に応じて補助を行なう。
○　補助率は事業内容により協議し、決定する。

○　補助金の交付時期については，後年度分割補助方式（償還費補助）を活用するのが通例である。


	制度なし


	制度なし

	農業／農業生産の振興　　　　　水田農業経営確立対策事業
	農業／農業生産の振興　　　　　家畜防疫対策事業
	基盤整備　　　　　農村排水等整備事業

	１．配分方法
（１）村と農協の連名で農家別一覧表により配分通知
（２）農業者の水田面積により一律配分
２．畦畔率　　　　　　　２．０３％
３．電算委託　　　　  ＢＳＮアイネット
４．農家別水田面積の把握　　　　農業委員会（農家基本台帳がﾍﾞｰｽ）
５．飯米農家の定義
・所有水田面積が１０ａ未満
６．村独自支援策
（１）集落への協力謝礼等
・水田農業経営確立対策推進協議会委員報償金　　　@２，５００円／人

・確認事務謝礼　　　@２，５００円／日
（２）転作団地推進奨励金事業
転作作物の団地化（１ｈａ以上）に対して，予算の範囲内で助成。
（基本的には10a当り１０，０００円〔大豆〕、５，０００円〔飼料稲、景観作物〕）
（３）地域とも補償推進助成金
作物別に補償単価を設定し，全国とも補償と同様に基本造成後，各農家に補償金を交付するための基金への村助成金。
大豆１０，０００円（組織委託）、大豆１，０００円（個人栽培）

飼料稲５，０００円、飼料作物２，０００円、景観作物・野菜１，０００円

（４）集落合意形成事業費助成金

・集落割　　　　　　@３０，０００円／集落

・配分農家数割　  @１，０００円／戸

（５）生産組織育成事業費助成金

経営確立助成の集積型・生産集団の高度利用等加算に該当する生産組織に交付

栽培面積１０aあたり１０，０００円

（６）生産調整目標面積超過達成助成

一般転作確定面積に対し、大豆作において１ha以上の用地を造成することとし、１農家で用地を造成するときは５０a以上の超過又は複数の農家で用地を造成するときは１農家１０a以上超過した場合に交付　　　　　　２０，０００円／１０a


	制度なし

※　家畜法定伝染病予防の徹底と畜産農家の環境衛生意識の高揚を図り、家畜消耗と環境汚染を防止し畜産経営の安定化を図るため、村酪農組合に対し、運営費として助成金３００，０００円を補助。

　ただし、直接、防疫事業には携わっておらず、助成金交付のみのため、事業主体は酪農組合である。


	制度なし


岩室村

産業

	農業／農業生産の振興　　　　市民農園等の状況
	
	

	制度なし


	
	

	
	
	

	
	
	





















































３８

